
独立委員会規則の概要 

 

 

第１条  当社は、当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策、以下、「本プラン」とい

う。）の導入に伴い、独立委員会を設置する。独立委員会は、取締役会の諮問により、本プ

ランに基づく対抗措置の実施または不実施に関する勧告を行い、取締役会の判断の公正性お

よび中立性の確保に資することを目的とする。 

 

第２条  独立委員会の委員は３名以上とし、当社の社外取締役および社外監査役ならびに以下の条

件を満たした者（以下「社外有識者」という。）の中から選任する。ただし、社外取締役、

社外監査役および社外有識者が、常時少なくとも１名ずつ就任していなければならない。選

任された委員は、就任にあたり原則として当社に対する善管注意義務条項等を含む契約書を

当社の間で締結する。 

① 現在または過去において当社、当社の子会社または関連会社（以下、併せて「当社等」とい

う。）の取締役（社外取締役は除く。以下本条において同じ。）または監査役（社外監査

役は除く。以下本条において同じ。）等となったことがない者 

② 現在または過去における当社等の取締役または監査役の一定範囲の親族でない者 

③ 当社等との取引先でなく、当社等との間に特別の利害関係のない者 

④ 企業経営に関する一定以上の経験者、専門家、有識者等（実績ある会社経営者、投資銀行業

務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とする研究者またはこ

れらに準ずる者） 

２．委員の選任および解任は、取締役会の決議により行う。ただし、委員の解任を決議する場合、

出席取締役の３分の２以上の賛成によるものとする。 

 

第３条  独立委員会は、原則として以下の各号に記載される事項について審議の上決定し、その決

議の内容を理由を付して取締役会に勧告する。取締役会は、会社法上の機関として決議を行

うにあたり、独立委員会の勧告を最大限尊重しなければならない。各委員および当社各取締

役は、かかる決議にあたっては、専ら当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否

かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目

的としてはならない。 

① 大量買付者が本プランに定める手続を遵守しているか否か 

② 買付提案の内容が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく害するか否かの決定、

ならびに対抗措置の実施または不実施 

③ 対抗措置の中止 

④ ①ないし③のほか、本プランにおいて独立委員会が権限を与えられた事項 

⑤ 本プランに関して取締役会が独立委員会に諮問した事項 

⑥ 取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

 

第４条  独立委員会の決議は、原則として委員の３分の２以上が出席し、出席委員の過半数をもっ

て行う。ただし、やむを得ない事由があるときは、委員の過半数が出席し、出席委員の過半

数をもってこれを行うことができる。 

 

 

第５条  独立委員会は、当社の費用で、独立した地位にある第三者（投資銀行、証券会社、フィナ

ンシャル･アドバイザー、弁護士、公認会計士、その他の専門家を含む。）の助言を得ること



ができる。 

 

第６条  各委員の任期は、本プランの有効期間に準ずるものとする。ただし、当社取締役会の決議

により別段の定めをした場合はこの限りではない。 

 

第７条  取締役会は、その決議により、独立委員会を招集することができる。 

 

第８条  取締役会は、独立委員会が審議を行うにあたって必要であると認める場合には、取締役１

名を独立委員会に出席させ、必要な事項に関する説明を行う機会を与えるよう独立委員会に

求めることができる。 

 

第９条  独立委員会は、取締役会の要請に応じ、勧告を行う理由およびその根拠を説明しなければ

ならない。 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


